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８ 　協議について

　建設工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により、上記の指定や条件によりがたい場合は、速やか
に発注者に報告し、協議すること。

　上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、発注者が想定している施設と受注者の提示する施
設が異なる場合においても,設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項
についてはこの限りではない。

　建設リサイクル法の対象建設工事において、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、法第18条
に基づき再資源化等完了報告書を提出すること。

　自ら産業廃棄物を運搬搬出する以外は委託契約書の写しを提出すること。

備 考

受 入 時 間

設 計 受 入 費 用

　工事の施工により発生する舗装版切断濁水は、下記により積算している。

設 計 運 搬 距 離

　上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、発注者が想定している施設と受注者の提示する施
設が異なる場合においても設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項
についてはこの限りではない。

　舗装版切断時の濁水搬出

設 計 受 入 費 用

備 考

設 計 運 搬 距 離 19.7km

受 入 時 間

　建設廃棄物の搬出

　工事の施工により発生する廃棄物は、下記により積算している。

搬出する廃棄物名 アスファルト殻

　建設発生土改良土プラントへ土砂を運搬処理する場合、上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。
なお、発注者が想定している施設と受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。ただし、現場
条件や数量の変更等、受注者の責によるものではない事項についてはこの限りではない。

注）受入先が建設発生土改良プラントの場合、搬出先欄には「プラント」と記載し、搬出先地名、連絡先の欄は記入しない。

備 考

仮 置 場 所 の 有 無

受 入 時 間

設 計 受 入 費 用

連 絡 先

設 計 運 搬 距 離

搬 出 先

搬 出 先 地 名

　建設発生土の搬出

　工事の施工により発生する建設発生土は、下記により積算している。

　盛土等に使用する発生土は、下記の工事からの建設発生土を利用すること。

発 注 機 関 工 事 名 発 生 場 所
備
考

　建設発生土の利用

施 工 会 社 名 ・ 連 絡 先

建設副産物特記仕様書

RC-40 RC-40 3号箇所

　再生資材の利用

　下記資材の使用に際し、再生資材を利用すること。

再 生 資 材 名 規 格 使 用 箇 所 備 考
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(1)記載内容について

ア　伐採箇所
イ　伐採時期
ウ　樹種

(2)発行者及び書類の流れについて

(3)県内調達に関する特記仕様書との重複について

３　（規格）
　別添、林業土木工事標準図及び設計図書による。
　なお、パネル部材を用いた製品のパネル部について、中目材以上の材を使用す
る場合は、半割・四つ割材等を使用することができる。

４　（産地を証明する書類）
　産地を証明する書類とは、本工事で使用する木材が新潟県産材であることを示
した書類のことで、様式は別紙を参考とすること。
　詳細は下記のとおりとする。

　次のア～ウの項目については必須項目とし、下表により根拠となる書類
（伐採届等）の写しを添付すること。
　なお、その他（屋敷林等）における伐採で下表によらない場合は、※１森
林所有者等による独自の証明 を添付すること。

　産地を証明する書類の発行者は立木を伐採した者とし、原木の納入先であ
る木材加工業者等に原本を提出する。工事請負業者は木材加工業者等に書類
の写しの提出を求めること。

　産地を証明する書類は、県内調達に関する特記仕様書に基づくものと兼ね
ることができる。

　前項の工事材料は県内で生産された原木及びこれを原材料として加工された木
材で、産地を証明する書類の提示により確認可能なものとし、あらかじめ監督員
の承諾を得なければならない。

特　記　仕　様　書
（土木工事用県産材製品）

１　（適用）
　この仕様書は、設計図書に示された、林業土木工事標準図による土木工事用県
産材製品に適用する。

２　（材料）
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別紙
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　本工事で施工する水路工、集水桝工の施工にあたっては、W/Cミータによるコ
ンクリート単位水量及び水セメント比管理要領（案）（平成26年６月）に基づ
き単位水量測定器（W/Cミータ〔MT-200〕〔MT-300〕〔MT-400〕）を用いて単位
水量と水セメント比の測定を行うものとする。なお、品質管理基準は、新潟県
林業土木工事標準仕様書及び林業土木工事施工管理基準（品質管理基準及び規
格値）によるものとする。

　また、水セメント比を算出し、監督員に提出するものとする。

特　記　仕　様　書
（コンクリートの品質確保における試験の実施）

令和６年４月20日以降適用


